






 

八王子都市計画地区計画の変更（八王子市決定） 

都市計画新長房地区地区計画を次のとおり変更する。 

名   称 新長房地区地区計画 

位   置※ 八王子市長房町地内 

面   積※ 約１１．８ｈａ 

地区計画の目標 

本地区は、昭和４３年に新長房住宅一団地の住宅施設として都市計画決定され、公営住宅や都市計画公園などからなる良好

な住環境が形成された地区である。一方で、公営住宅は建設から約４０年が経過し、建物の老朽化に伴い建替え事業が進めら

れている。また、地区の周辺は、民間開発により良好な市街地が形成されている。 

八王子市都市計画マスタープランでは、中高層住宅地及び都市型複合住宅地に位置づけられ、都営長房団地については、ゆ

とりある住環境づくりを進めるとともに、建替え事業によって創出される用地を活用して、地域の利便機能や生活支援サービ

スの強化など、地域コミュニティの維持に資する魅力づくりを進めるとしている。また、東京都住宅市街地の開発整備の方針

においては重点地区、東京都住宅マスタープランにおいては重点供給地域に指定され、八王子市住宅マスタープランにおいて

も、大規模な公的住宅団地における居住機能の集約化等に併せた子育て支援施設の併設等の検討や、既存ストックを有効活用

した超高齢社会における地域の諸課題への対応やコミュニティ形成など、公的住宅を活用したまちづくりを推進するとしてい

る。 

これらを踏まえ、本地区は、道路、公園、緑地等を適切に配置・整備するとともに、良質で多様な世代・世帯が居住する住宅

の供給と、身近な生活圏に資する商業、業務などの利便機能を集約することにより、安全で快適な住環境の形成を目指す。 
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土地利用の方針 

地区を４地区に区分し、健全で合理的な土地利用を図る。 

〔住宅地区Ａ〕 

地区周辺の環境に配慮した中高層の公営住宅を主体とする団地の形成を目指し、新たに団地内広場等を整備することにより、

住民等相互のコミュニティ形成の場を提供し、ゆとりと潤いのある良好な住環境の形成を図る。 

〔住宅地区Ｂ〕 

社会ニーズに対応する低中層の住宅等を主体とする、多様な住宅地の形成を目指し、既存の緑を維持・保全し、周辺と調和

した良好な住環境の形成を図る。 

〔公益施設地区〕 

既存の都市計画公園の維持・保全を図るとともに、周辺住民等も含めた利便性及び快適性の向上を図る。 

〔生活関連施設地区〕 

地域の利便の向上に資する医療・福祉・商業・業務などのサービス施設及び居住施設が共存する、安全で快適な住環境の形

成を図る。 

地区施設の整備の方針 

〔区画道路〕 

地区内と周辺とのネットワーク形成を図るため、道路を地区施設に位置づけ整備する。 

〔緑地・その他の公共空地〕 

地区及び周辺と調和した良好な住環境の形成を図るため、公園・緑地の維持・保全を図るとともに、新たに緑にあふれた団

地内広場等を整備する。 



 

建築物等の整備の方針 

地区の特性にあった良好な環境を創出するため、各地区の特性に応じた次のような方針を定める。 

１．住宅地区Ａでは、ゆとりと潤いのある良好な住環境の形成を図るため、建築物等の用途の制限、建築物の敷地面積の最低限

度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの最高限度、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限及び垣又はさくの構造の

制限を定める。 

２．住宅地区Ｂでは、周辺と調和した良好な住環境の形成を図るため、建築物等の用途の制限、建築物の敷地面積の最低限度、

壁面の位置の制限、建築物等の高さの最高限度、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限及び垣又はさくの構造の制限

を定める。 

３．公益施設地区では、周辺住民等も含めた利便性及び快適性の向上を図るため、建築物等の用途の制限、建築物の敷地面積の

最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの最高限度、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限及び垣又はさくの

構造の制限を定める。 

４．生活関連施設地区では、地区内外の多様な機能が互いに共存する良好な地区環境が創出されるよう、建築物等の用途の制限、

建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの最高限度、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制

限及び垣又はさくの構造の制限を定める。 
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種 類 名 称 幅 員 延 長 備 考 

道 路 

区画道路１号※ 約１１ｍ 約２１０ｍ 既設 

区画道路２号※ 約１１ｍ 約１３０ｍ 一部既設 

区画道路３号 約６ｍ 約５０ｍ 既設 

区画道路４号 約６ｍ 約５０ｍ 一部既設 

区画道路５号 約６ｍ 約２５０ｍ 既設 

緑 地 

名称 面 積 備 考 

緑地１号 約２,０８０㎡ 既設 

緑地２号 約１,１１０㎡ 既設 

緑地３号 約２,１９０㎡ 一部既設 

緑地４号 約１,４６０㎡  

緑地５号 約２,２３０㎡  

そ の他の 

公 共空地 
団地内広場 約１．０ｈａ  
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地区の 

区分 

名称 住宅地区Ａ 住宅地区Ｂ 公益施設地区 生活関連施設地区 

面積 約２．４ｈａ 約０．７ｈａ 約４．１ｈａ 約４．６ｈａ 

建築物等の 

用途の制限 

次の各号に掲げる建築物

以外の建築物は建築して

はならない。 

１．共同住宅 

２．公民館、集会所その他

これらに類するもの 

３．児童福祉施設等 

４．巡査派出所、公衆電話

所その他これらに類

するもの 

５．神社、寺院、教会その

他これらに類するも

の 

６．前各号の建築物に附

属するもの 

次の各号に掲げる建築物

は建築してはならない。 

１．神社、寺院、教会その

他これらに類するもの 

２．公衆浴場 

３．自動車車庫（附属自動

車車庫を除く。） 

次の各号に掲げる建築物

以外の建築物は建築して

はならない。 

１．学校 

２．公民館、集会所その他

これらに類するもの 

３．児童福祉施設等 

４．巡査派出所、公衆電話

所その他これらに類す

るもの 

５．前各号の建築物に附属

するもの 

次の各号に掲げる建築物は建築し

てはならない。 

１．マージャン屋、ぱちんこ屋、射

的場、勝馬投票券発売所、場外

車券売場その他これらに類する

もの 

２．カラオケボックスその他これに

類するもの 

３．自動車教習所 

４．畜舎（床面積の合計が１５㎡を

超えるものに限る） 

５．危険物の貯蔵又は処理に供する

もの（建築物に附属するものを

除く。） 

６．神社、寺院、教会その他これら

に類するもの 

７．自動車車庫（附属自動車車庫を

除く。） 

建築物の敷地面

積の最低限度 

３,０００㎡ １,０００㎡ 

ただし、住宅（３戸以上

の長屋を除く。）、建築基準

法施行令（昭和２５年政令

３３８号。以下令という。）

第１３０条の３に定める

兼用住宅及び診療所兼用

住宅（３戸以上の長屋を除

く。）の場合は１７０㎡ 

１,０００㎡ ３００㎡ 

ただし、住宅（３戸以上の長屋を除

く。）、令第１３０条の３に定める兼

用住宅及び診療所兼用住宅（３戸以

上の長屋を除く。）の場合は１７０

㎡ 
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壁面の位置の

制限 

建築物の外壁又はこれに

代わる柱の面から敷地境

界線までの距離は、３ｍ以

上としなければならない。 

ただし、この距離に満た

ない位置にある建築物又

は建築物の部分が次のい

ずれかに該当する場合に

おいては、この限りでな

い。 

イ 道路境界線について

は、外壁又はこれに代

わる柱の中心線の長

さの合計が３ｍ以下

であるもの 

ロ 物置その他これに類

する用途（自動車車庫

を除く。）に供し、軒

の高さが２.３ｍ以下

で、かつ、床面積の合

計が５㎡以内である

もの 

ハ 巡査派出所 

ニ 児童福祉施設等 

１．住宅（３戸以上の長屋

を除く。）、令第１３０条

の３に定める兼用住宅及

び診療所兼用住宅（３戸

以上の長屋を除く。）にあ

っては、建築物の外壁又

はこれに代わる柱の面か

ら敷地境界線までの距離

は、１ｍ以上としなけれ

ばならない。 

ただし、この距離に満

たない位置にある建築物

又は建築物の部分が次の

いずれかに該当する場合

においては、この限りで

ない。 

イ 道路境界線について

は、外壁又はこれに代

わる柱の中心線の長さ

の合計が３ｍ以下であ

るもの 

ロ 物置その他これに類す

る用途（自動車車庫を

除く。）に供し、軒の高

さが２.３ｍ以下で、か

つ、床面積の合計が５

㎡以内であるもの 

ハ 自動車車庫で軒の高さ

が２．３ｍ以下である

もの 

ニ 敷地面積が１７０㎡未

満であるもの 

 

２．前項以外の建築物の外

壁又はこれに代わる柱の

建築物の外壁又はこれに

代わる柱の面から敷地境

界線までの距離は、１ｍ以

上としなければならない。 

ただし、この距離に満た

ない位置にある建築物又

は建築物の部分が次のい

ずれかに該当する場合に

おいては、この限りでな

い。 

イ 道路境界線について

は、外壁又はこれに代

わる柱の中心線の長さ

の合計が３ｍ以下であ

るもの 

ロ 物置その他これに類す

る用途（自動車車庫を

除く。）に供し、軒の高

さが２.３ｍ以下で、か

つ、床面積の合計が５

㎡以内であるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物の外壁又はこれに代わる柱

の面から、敷地境界線までの距離

は、１ｍ以上としなければならな

い。 

ただし、この距離に満たない位

置にある建築物又は建築物の部分

が次のいずれかに該当する場合に

おいては、この限りでない。 

イ 道路境界線については、外壁又

はこれに代わる柱の中心線の

長さの合計が３ｍ以下である

もの 

ロ 物置その他これに類する用途

（自動車車庫を除く。）に供し、

軒の高さが２.３ｍ以下で、か

つ、床面積の合計が５㎡以内で

あるもの 

ハ 自動車車庫で軒の高さが２．３

ｍ以下であるもの 
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壁面の位置の

制限 

面から敷地境界線までの

距離は、２ｍ以上としな

ければならない。 

ただし、この距離に満

たない位置にある建築物

又は建築物の部分が次の

いずれかに該当する場合

においては、この限りで

ない。 

イ 道路境界線について

は、外壁又はこれに代

わる柱の中心線の長

さの合計が３ｍ以下

であるもの 

ロ 物置その他これに類

する用途（自動車車庫

を除く。） に供し、

軒の高さが２.３ｍ以

下で、かつ、床面積の

合計が５㎡以内であ

るもの 

 建築物等の高

さの最高限度 

建築物の高さの最高限度

は３０ｍとする。 

ただし、都市計画道路八

３・４・６１号線の北側で

地区計画境界線からの距

離が３０ｍ以内の部分に

ついては、１５ｍとする。 

建築物の高さの最高限度は２０ｍとする。 

ただし、都市計画道路八３・４・６１号線の北側で地

区計画境界線からの距離が２０ｍ以内の部分について

は、１５ｍとする。 

建築物の高さの最高限度は２０ｍ

とする。 

  

建築物等の形

態又は色彩そ

の他の意匠の

制限 

１．建築物の屋根及び外壁又はこれに代わる柱の色彩は、周囲の環境に調和したものとする。 

２．屋上及び屋外設置物は周囲からの景観に配慮したものとする。 

３．屋外広告物は、過大とならずに周囲の環境と調和するよう色彩、大きさ及び設置場所に留意し、良好な景観形成、風致を

損なわないものとする。 



 

  垣又はさくの

構造の制限 

生垣又は１．２ｍ以下の緑化したフェンスとしなければならない。ただし、門柱又はフェンス等の基礎となる高さ０．４ｍ以

下のコンクリートブロック、石積等はこの限りでない。また、この規定の適用の際、現に存する建築物の敷地は除く。 

※は知事協議事項 

「区域、地区の区分、地区施設の配置については、計画図表示のとおり」 

(理由）身近な生活圏に資する商業、業務などの利便機能を集約することにより、安全で快適な住環境の形成を図るため、地区計画を変更する。 


